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令和3年度　財務書類に関する情報①
人口 1,747,513 人(R4.1.1現在） 職員数（一般職員等） 19,816 人

団体名 熊本県 面積 7,409.39 ㎢ 実質赤字比率 - ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳

標準財政規模 442,288,933 千円 連結実質赤字比率 - ％

団体コード 430005 類似団体区分 C 実質公債費率 7.3 ％

将来負担比率 198.3 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
資産 2,120,234 2,095,545 2,105,249 2,141,068 純経常行政コスト 607,269 599,770 684,634 743,923

負債 1,831,798 1,846,110 1,881,890 1,911,432 純行政コスト 719,804 636,992 726,059 787,208

資産 2,169,242 2,139,071 2,180,889 2,217,507 純経常行政コスト 727,624 718,146 801,553 863,183

負債 1,868,574 1,886,867 1,948,146 1,977,134 純行政コスト 840,394 760,846 842,620 905,315

資産 2,195,197 2,163,770 2,206,103 2,242,413 純経常行政コスト 729,686 719,216 803,232 863,973

負債 1,884,187 1,901,630 1,963,532 1,992,539 純行政コスト 842,572 761,768 844,139 906,074

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
△ 53,603 △ 37,991 △ 26,085 6,385 業務活動収支 △ 63,071 △ 30,622 △ 13,150 10,449

△ 56,459 △ 39,002 △ 26,076 6,277 投資活動収支 21,144 9,920 △ 7,081 △ 43,677

288,436 249,435 223,359 229,636 財務活動収支 36,604 19,281 35,219 35,185

△ 50,309 △ 42,553 △ 22,584 7,553 業務活動収支 △ 58,876 △ 26,795 △ 9,172 12,250

△ 49,336 △ 48,463 △ 22,567 7,631 投資活動収支 19,322 6,475 △ 11,138 △ 43,659

300,668 252,205 232,743 240,373 財務活動収支 36,664 21,633 33,800 34,521

△ 50,482 △ 42,712 △ 22,623 7,482 業務活動収支

△ 49,545 △ 48,870 △ 22,533 7,303 投資活動収支

311,010 262,140 242,571 249,874 財務活動収支

　一般会計等において、純行政コストは「２．行政コストの状況」で分析したとおり６１１億円の増となっている。税収等においては、景気回復に伴う地方消費税の増や法人
事業税の増、基準財政収入額の減少や普通交付税の再算定に伴う普通交付税の増等により、４５５億円の増となっている。国県等補助金においては、新型コロナウイル
ス感染症関係交付金の増等により４８１億円の増となっている。よって、税収等と国県等補助金の合計である財源は９３６億円の増となっており、財源から純行政コストを
引いた本年度差額は３２５億円の増となっている。
　本年度差額に資産評価差額と無償所管換等を足した本年度純資産変動額については、３２４億円の増となっている。
　前年度純資産残高が２６０億円の減であることから、それに本年度純資産変動額を足した本年度純資産残高は６２億円の増となっている。

　一般会計等において、業務支出は物件費等支出の営業時間短縮要請協力金、補助金等支出の新型コロナ感染症患者等入院病床事業の増等により６１８億円の増となり、業務
収入は景気回復に伴う地方消費税の増や法人事業税の増、基準財政収入額の減少や普通交付税の再算定に伴う普通交付税の増等による税収等収入の増、新型コロナウイル
ス感染症関係交付金の増等による国県等補助金収入の増等により、８７１億円の増となった。また、河川等災害復旧事業の増により臨時支出が２０億円の増となった。よって、業
務収入から業務支出を引き、臨時収入を足して臨時支出を引いた業務活動収支は２３６億円の増となっている。
　投資活動支出は、県債管理基金積立金の増等による基金積立金支出の増、道路新設改良費などの増による公共施設整備費支出の増等により４０７億円の増となった。また、投
資活動収入は、公共施設整備に係る国庫補助金の増等による国県等補助金収入が１１０億円の増となった一方で、地方税の増等に伴う県債管理基金繰入金の減等により基金取
崩収入が１３４億円の減となったことから、４１億円の増となっている。よって、投資活動収入から投資活動支出を引いた投資活動収支は３６６億円の減となっている。
　借換債の元金償還減等により地方債償還が減となったことから財務活動支出（地方債償還支出等）は１２９億円の減、減収補填債（特例分）の皆減等により財務活動収入（地方
債発行収入等）が１２９億円の減となったことから、財務活動収支は前年度と同値であった。

分析： 分析：

全体

本年度差額

全体本年度純資産変動額

純資産残高

連結

本年度差額

連結本年度純資産変動額

純資産残高

分析： 分析：
　一般会計等において、資産については、道路や河川の改良、治山事業等によりインフラ資産が６１億円の増、熊本地震復興基金等の減による基金の３０億円の減等に
より、固定資産が１８億円の増となった。また、後年度の普通交付税の精算に備えた積立てなどによる県債管理基金の増等により流動資産が３４０億円の増となったこと
から、固定資産と流動資産の合計である資産総額は３５９億円の増となった。
　負債については、国土強靱化関連事業債、熊本地震関連・令和２年７月豪雨関連の災害復旧事業債などの地方債の増により固定負債が３９８億円の増となった一方
で、１年内償還予定地方債の減、歳入歳出外現金である預り金の減等により、流動負債が１０２億円の減となったことから、負債総額は２９５億円の増となった。

　一般会計等において、営業時間短縮要請協力金等の増により物件費が２３６億円の増、新型コロナ感染症患者等入院病床事業の増等により補助金等が３１１億
円の増となったことなどから、経常費用は６４５億円の増となった。また、営業時間短縮要請協力金市町村負担金、中小企業再生支援利子補給補助金の皆増など
から経常収益が５２億円の増となった。よって、経常費用から経常収益を引いた純経常行政コストは５９３億円の増となった。
　河川等災害復旧事業の増により臨時損失が２０億円の増となったことなどから、純経常行政コストに臨時損失を足して臨時利益を引いた純行政コストは６１１億円
の増となった。

一般会計等

本年度差額

一般会計等本年度純資産変動額

純資産残高

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況
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令和3年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
212,023,404 209,554,501 210,524,902 214,106,769 2,120,234 2,095,545 2,105,249 2,141,068 1,643,213 1,697,021 1,751,921 1,805,999

1,780,079 1,769,880 1,758,815 1,747,513 1,046,463 936,925 1,065,048 1,158,275 2,979,545 3,026,514 3,076,993 3,129,097

119.1 118.4 119.7 122.5 2.03 2.24 1.98 1.85 55.1 56.1 56.9 57.7

151.3 151.0 149.2 151.6 2.76 2.69 2.26 2.24 54.4 55.6 57.1 58.2

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
288,436 249,435 223,359 229,636 1,131,028 1,150,202 1,184,213 1,218,698 71,980,381 63,699,216 72,605,866 78,720,760

2,120,234 2,095,545 2,105,249 2,141,068 1,666,317 1,666,838 1,665,844 1,671,753 1,780,079 1,769,880 1,758,815 1,747,513

13.6 11.9 10.6 10.7 67.9 69.0 71.1 72.9 40.4 36.0 41.3 45.0

24.7 24.3 22.5 23.5 50.0 50.5 52.5 53.1 36.8 37.0 42.1 43.7

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
183,179,765 184,611,024 188,188,984 191,143,151 △ 49,977 △ 19,229 △ 3,426 18,993 34,464 30,563 29,221 34,439

1,780,079 1,769,880 1,758,815 1,747,513 7,475 △ 13,064 △ 12,879 △ 10,731 641,733 630,333 713,856 778,363

102.9 104.3 107.0 109.4 △ 42,502 △ 32,293 △ 16,305 8,262 5.4 4.8 4.1 4.4

113.9 114.3 115.6 116.1 9,443.1 1,009.7 13,155.5 44,204.5 4.0 4.3 3.8 3.5

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　※各表に記載の類似団体関連の数値は、各年度の調査で回答のあった団体に関するもの。

　受益者負担比率は類似団体平均値を上回っている。類似団
体と比較して、教育部門における政令指定都市への税源・権限
移譲に伴う県費負担教職員数の減等により、職員給与費（約
1,472億円）が類似団体平均（約1,636億円）よりも低く、分母であ
る経常費用が小さくなっていることが要因と思われる。また、本
県前年度と比較して、新型コロナウイルス関連経費により経常
費用が増加したが、営業時間短縮要請協力金市町村負担金、
中小企業再生支援利子補給補助金の皆増などにより経常収益
も増加したため、受益者負担比率は上昇している。

４．負債の状況

　一人当たり負債額は類似団体平均値を下回っている。人口は約175
万人と類似団体平均（約167万人）より多いが、負債額が約1兆9,114
億円と類似団体平均（約1兆9,409億円）を下回っていることが要因と
思われる。特に、負債額のうち退職手当引当金については、教育部門
における政令指定都市への税源・権限移譲に伴う県費負担教職員数
の減等により、１人当たりベースで類似団体平均よりも小さくなってい
る（類似団体平均約9.6万円に対し本県約8.0万円）。また、本県前年
度と比較して、熊本地震関連・令和２年７月豪雨関連の災害復旧事業
債などの地方債の発行が増加したことにより、一人当たり負債額は増
加している。
　基礎的財政収支は類似団体平均値を下回っている。類似団体と比
較して、基礎的財政収支の外数である財務活動収入の地方債発行収
入等により事業を行う災害復旧事業費支出が大きいことが要因と思
われる。また、本県前年度と比較して、新型コロナ・令和２年７月豪雨
関連の経費の支出が増えたが、税収や交付税、国交付金等により収
入が増えたため、値はプラスに転じている。

負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは、類似団体平均値を上回ってい
る。類似団体と比較して、河川等災害復旧に係る費用の支出が
多いことが要因と思われる。また、本県前年度と比較して、新型
コロナウイルス感染症対策、河川等災害復旧に係る費用が増
加しており、住民一人当たり行政コストは増加している。

類似団体平均値

２．資産と負債の比率

　純資産比率は前年度と同程度であり、類似団体平均値を下
回っている。政令指定都市を有する道府県では、純資産比率が
小さい傾向にあることが要因と思われる。
　将来世代負担比率は類似団体平均値を上回っている。政令
指定都市を有する道府県では、将来世代負担比率が大きい傾
向にあることが要因と思われる。また、本県は熊本地震関連・
令和２年７月豪雨関連の災害復旧事業債等の地方債の発行に
より、分子の地方債残高が増となったことから、比率は上昇傾
向にある。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

分析欄：

１．資産の状況

　住民一人当たり資産額は、類似団体平均値を下回っている。
類似団体で政令指定都市を有しない道府県と比べて、政令指
定都市を有する道府県では一人当たりの資産額が小さい傾向
にあることが要因と思われる。また、本県前年度と比較して、県
債管理基金の増等により資産が増となったことから、比率は上
昇している。
　歳入額対資産比率は類似団体平均値を下回っている。類似
団体と比較して、公共施設整備に係る国県等補助金による歳入
が多いことから、比率が低くなっている。また、本県前年度と比
較して、分母となる歳入総額が地方消費税、法人事業税、普通
交付税、新型コロナウイルス感染症関係交付金の増等により大
きく増加しているため、比率は低下している。
　本県の有形固定資産の減価償却率は類似団体平均と同程度
であるが、年々比率は上昇しており、老朽化が進んでいる状況
が表れている。
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